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ヘル・リングにおける被害を最小化するためのライン型都市構想
都市部に核兵器が投下された場合、図のように爆心地は即死領域となりますが、その周囲の円形部分には、長時間に渡って苦しんだ後に死亡する人々が多数出現するというヘル・リングが発生します。
都市建設において、このヘル・リングにおける被害者の数を最低限度に減らす努力をすると仮定した場合、都市の構造は図のようなライン型になります。
また、ライン型都市の内部における建造物の配置に関しても、図のように均等かつ等間隔に分散配置することで犠牲者を最低限度に留めることが可能となります。
ライン型都市は地下通路も造りやすく、水源となる河川と、防壁となる山脈の間の、比較的海抜の高い細長い土地に建造地を設定することも容易で、河川に対する治水においても、片側堤防を建設するだけで都市部における水害をほぼゼロに完封することも可能であり、かなりのメリットがあると言えます。
河川の反対側には田畑を展開しておき、都市と山脈の間には自然牧場（自然死、あるいは老化後に安楽死させた家畜の死体のみを回収、利用する）を点在させておくことで、安定的な食料供給、および、土砂崩れによる人的被害を防止することができます。
ちなみに、幅６００ｍ、長さ３２㎞のライン型都市を２５０本ほど分散配置するだけで、日本であれば、全ての人口を収容できる計算になり、一度建設すると数千年にわたって利用することができるため、コストパフォーマンスの面においても圧倒的に優れていると言えます。
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厚壁円錐型集合住宅
核兵器で都市を攻撃する場合、人的及び物的損害を最大化させようとすると、爆発は都市の直上数百メートルの空中で生じることになるため、多くの地点において、爆風や熱線は斜め上から降り注いで来ることになります。
この強烈なエネルギー波を効率的に受け流し、被害を最小化させるためには、建造物の構造を図のような円錐型にしておく必要があります。（円錐型は耐震性においても最も優れており、その他にも台風、竜巻、ハリケーン、小型隕石の衝突、津波、大雪、森林火災、落雷、雹、砂嵐、洪水、白アリ、火山の噴火、土砂崩れ、以上1５種類の自然災害に対しても高い耐久性があります）
住民の健康維持のため、無数の光ファイバーで外部から採光し、厚壁内部においても十分な日光を浴びられるように設計する必要があります。
相当数の通気口を設置し、外部との空気の円滑な循環を実現する必要性があります。
複数の電源システムを採用し、何らかの要因による停電に対応する必要があります。
複数の換気システムを採用し、放射性物質やウイルス等も濾過できる機能を装備します。
唯一の弱点となるのは建築物内部における大規模爆発の発生やウイルスの蔓延ですが、それに関しては出入り口にセンサーを設置し、24時間検知し続けることで対処します。

厚壁内窓式円輪型施設
円輪型の施設を建造し、内側に木を植え、内側の壁面だけをスケルトンのガラス張りにしておくことで、核兵器に対抗しつつ、窓の外の自然の風景を楽しむことができる憩いの場を作り出すことができます。
外側に窓を設けないデザインは、建造物の強度と安全性を圧倒的に高めると同時に、バードストライクによる野鳥の犠牲を完全にゼロにすることが可能になるという大きなメリットがあります。
また、図のように地面に通気口を設けることで円輪内部の風通しを良くし、上空で核爆発
が発生した場合においては、その爆風を建物外部に逃がすことで圧力の緩和を図ります。（水色部分：通気口、黄緑部分：樹林、グレー部分：建物）
さらに、爆風で建物自体がスライドすることが可能なように強度設計することで、更なる圧力の緩和を図ることができます。

地下培養肉（大豆ミート）、野菜の大量生産工場（山の地下に建造）および食料備蓄庫
地表の農場などを核兵器で吹き飛ばされても、地下において最低限度の食料の生産供給が確保されていれば、飢え死にすることはありません。

長い直線地下通路
地上が放射線などで汚染されていたとしても、長い直線地下通路を介して都市と都市を結んでおくことで、情報や物質面での孤立を防ぐことが可能になります。

下水処理に対する利便性
ライン型都市はあらゆる物理的アタックに対して高い耐久性がありますが、その他にも、下水道管を直線化し、その総延長距離を最小化できると言う優れた利点があります。このことにより、都市の維持管理において最も難しい作業の一つである下水道の保守点検作業が限界まで楽になります。（直線なので建造しやすく、詰まりにくく、清掃もしやすい）

造り替えの要らない保存都市の絶対不可欠性
上下水道、高架、用水路、堤防、道路、ダム、電柱、電線、トンネル、既存住宅（ビル）などは、数十年から百数十年のスパンで造り替えが必要となり、その度に大量の原料を海外から輸入し続ける必要性が生まれます。現時点の日本の経済力があれば特に問題はありませんが、技術や資本というものは国境をまたいで流動し続けるという性質があるため、100年後の大規模改修時、あるいはその次の２００年後の大規模改修時において、現在と同じレベルの経済力を維持できているかどうかは誰にも予測がつきません。もしその時に経済力が低下していて、鉄骨やコンクリートなどの原料を海外から輸入することが出来なくなっているとすると、いつ崩壊するか分からない老朽化したインフラの中で震えながら眠ることになります。
また、すべての都道府県市区町村において、細かいインフラの改修を繰り返していくと、未来におけるいつかの時点で、その繰り返し改修のために使用するコンクリートや鉄骨の総量が、幾何学都市を建設するのに必要となるコンクリートや鉄骨の総量を上回ってしまい、そこから先は相対的に見て完全なる赤字が半永久的に続いていくことになります。
このような悲劇を回避するためには、全ての自然災害を完封することができ、一度建設すると５０００年間ほど使用できるうえに、核兵器にもある程度の耐久性があるというライン型幾何学都市に、徐々に移行していく他に方法は無いと断言できるでしょう。
ついでに捕捉すると、道路や鉄道の高架を全て無くして大地に密着させることで、未来永劫に渡る高架の補修及び改築作業が不要になり、道路や鉄道の自走車線と対向車線との間の距離を１００ｍほど確保するように作り直すことで、電車や自動車の正面衝突による悲惨な事故を完全に無くすことが出来るようになります。

ツァーリボンバの不必要性について
国家の防衛において、進軍してくる外国の軍隊を撃退するためには、ミサイル一発一発の威力は広島、長崎型の原子力爆弾の五分の一程度の威力で十分と思われ、都市を丸ごと吹き飛ばすほどの強い威力は全く不要であると言えます。

迎撃ミサイルによる防衛
レーダー網によるミサイルの感知及び迎撃ミサイルによる防衛の完備は不可欠であると断言できるでしょう。

そもそも論として核兵器を使用しないことの重要性
世界から人種差別を無くしたうえで、国際的な人的交流、情報的交流、物質的交流、技術的交流を維持し、経済的な孤立地域を生み出さないことが非常に重要であると断言できるでしょう。


日本などのアジア諸国の多くは、古来より、粘土質の扇状地に広がった平野部に都市を建造してきています。
定期的に大洪水が起きて甚大な生物被害が発生する土地に間借りする形で人類の活動拠点を置いたことは、過去の時代においては、非常に理に適った生活スタイルであったと思われますが、現在においては、地下水の過剰くみ上げによる地盤沈下、ビルや自動車などの建築物や機械による質量過剰による地盤沈下、人口の集中に伴う質量過剰による地盤沈下、ヒートアイランド現象による上昇気流に伴う大雨や台風の暴風雨による地面に対する一時的な圧力過剰による地盤沈下、地球温暖化による海水面の上昇、以上5点の複合的要因による津波、洪水被害が今後も懸念され続けること、及び、2021年現在の時点において、小惑星の衝突による衝撃に対抗できる都市は地球上に一つも存在しないことを勘案して、これから先、２００年ほどの期間をかけて、都市の配置と構造を、海抜の高い山脈沿い地帯におけるライン型都市へと、世界的に根本的に見直すことが理想であると推察されるのではないでしょうか。
（アメリカのマンハッタンなどは強固な岩盤の上に高層ビル群を建設しており、地震などによる倒壊の恐れはほとんど無いようですが、バードストライクの被害が毎年毎年億羽単位になると言われているなど、現状において大きな問題があります）
今後、伸ばすべき分野には、既存建造物のスマート解体技術の研究、徹底的かつ効率的な素材分別システムの研究、さらなるリサイクル技術の研究、以上3つを追加することが推奨されるべきであると推察されます。

全世界のすべての国家がライン型幾何学都市を採用し、人道的な人口抑制にも成功したと仮定すると、ほとんどの土地を大自然へ返還することが可能となり、自然の動植物昆虫および微生物やウイルスの自然な生存圏の再構築が実現されることが期待されます。

なお、地下都市の建造に関しては、海洋への小惑星の衝突による大津波が発生した場合、大量の海水が上陸し、それによって巻き上げられる大量の土砂や海水が地下都市の出入り口を全てふさいでしまい、ほんの数日のうちに内部の全員が窒息死してしまう可能性があるため、地下都市の建設には最大限慎重になるべきであると推察されます。

また、この幾何学都市の建設に適した土地の分布状況及び総面積、自然牧場からの自然死死肉（あるいは家畜の老化後の安楽死死肉）の循環供給の単位時間当たりの総量、そして、大自然へと返還する土地の最大化努力などを因子とした特殊な計算式を構築し、常識的な判断に基づいて適切に演算処理を行うことで、これまで全く不明とされてきた地球上における人類の適正生存個体数を導き出すことができる可能性があります。

ついでに余談ではありますが、将来の大規模な地球防衛プロジェクト等における、何らかの失敗による大きな被害に対する過剰な責任追及の低減を願います。

今回の報告は以上になります。
ご視聴、ありがとうございました。
